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投資家が進化する経済 
に関して知っておくべきこと

アクサIMについて
アクサ・インベストメント・マネージャーズ（アクサIM）は責任ある資産運用会社であり、長期的なアクティブ運用を行うことで、お客様、従業員、そして世界の繁栄を支援しています。当社の確信度の高い運用アプローチにより、代替資産クラスお
よび伝統的資産クラス全般で最も良好な投資機会と考えられるものを追求しています。2020年12月末時点で約8,580億ユーロの運用資産残高を有しています。
アクサIMは、グリーン、社会、サステナブル市場における先進的な投資家であり、5,550億ユーロにおよぶESG（環境、社会、ガバナンス）統合済みのサステナブルおよびインパクト資産を運用しています。当社は、2050年までに、全運用資産にお
ける温室効果ガス排出のネットゼロ達成をコミットしており、株式銘柄選択から企業行動や文化に至る当社の事業にESG原則が組み込まれています。当社の目標は、社会と環境に有意義な変化をもたらしつつ、お客様に真に価値のある責任
投資ソリューションをご提供することです。
アクサIMは20カ国27拠点において2,440名余の従業員を擁し、グローバルな事業を展開しています。アクサIMは、世界最大級の保険および資産運用グループであるアクサ・グループの一員です。
ご留意事項: 当資料は、アクサ・インベストメント・マネージャーズが作成した英文資料をアクサ・インベストメント・マネージャーズ株式会社が翻訳したものです。
当資料は機関投資家またはホールセールの投資家を対象としており、個人のお客様への配布資料ではありません。
当資料は情報提供を目的としたものであり、アクサ・インベストメント・マネージャーズにおいて、特定の有価証券その他の投資商品についての投資の勧誘や売買の推奨を目的としたものではありません。当資料は個人的なデータや案、見通し
や推定及び仮定に基づいて作成されたものです。この分析や結論は特定の時期の入手可能なデータに基づいた意見の表明です。
この分析は主観的かつ示唆的な見方であるために、経済の変動要因の実際の展開や金融市場の価値は当資料で用いた適用内容（案、予測、推定と仮定）とは大きく異なることがありえます。
更に、単純化してあるために、当資料に与えられた情報は個人的なものとして見なすべきものです。当資料は予告なく変更されることがあります。またアクサ・インベストメント・マネージャーズは当資料を更新しまた変更することがありますが、
それは義務ではありません。
当資料のすべての情報は経済や市場統計の公式の提供者により提供されたデータに基づいて作成されています。アクサ・インベストメント・マネージャーズは当資料に基づいて、または、当資料に依存してなされた決定についてなんら責任を
負うものではありません。
更に、こうした分析や意見の個人的な性質のために、これらのデータ、案、予測、推定、仮定、及びまたは意見が、それぞれ自身の意見を持ち、独立している社内の各部署としてアクサ・インベストメント・マネージャーズの経営陣またはその子会
社によって利用され、または、従う必要はありません。
この情報を受け入れることにより、当資料の受取人は、受取人がここに書かれた戦略の潜在的な価値を評価することのみに情報を使用しそのほかの目的では使用しないことに同意しており、また、他の何者にもこうした情報を漏らさないこと
に同意しています。この情報は、全体であれ、部分的であれ、アクサ・インベストメント・マネージャーズの承認がない限り、複製が禁止されています。
当資料は、アクサ・インベストメント・マネージャーズの情報提供に基づき、アクサ・インベストメント・マネージャーズ株式式会社が翻訳・作成した資料です。日本語への翻訳に際しては、その解釈や表現に細心の注意を払っていますが、万一英
文と日本語文の間に解釈や表現の違いが生じた場合には英文が優先します。
当資料は、信頼できると判断された情報等をもとに作成しておりますが、正確性、完全性を保証するものではありません。当資料の内容は、作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
当資料は提供させていただいたお客様限りでご使用いただきますようお願い申し上げます。
アクサ・インベストメント・マネージャーズ株式会社
金融商品取引業者登録番号: 関東財務局長（金商）第16号
加盟協会: 一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人投資信託協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会、日本証券業協会

アクサ・インベストメント・マネージャーズでは、企業の将来の事業形成に大きな影響を及ぼす 
と考えられる5つのテーマを特定しました。そしてこれらのトレンドに取り組む企業は、大半の企業 
より速く成長すると考えています。

出典：
1 アクサ IM、2020年9月30日付。成長目標は社内用であり、説明のみを目的としています。保証はありません。あらゆる投資は元本の損失を含むリスク

を伴います。
2 マッキンゼー・グローバル・インスティテュート、2016年4月 
3 ボストン・コンサルティング・グループ、2015年 
4 AI とは人工知能を指します 
5 バンク・オブ・アメリカ・メリルリンチ、グローバルリサーチ予測、2018年4月
6 オックスフォード・エコノミクス、2015年 

「 進化する経済 」 の中で 
成長を牽引する5つのテーマ

当社では進化する経済への投資に3つの中核的理由があると考えます。 

• 当社では確信度の高い裏付けを通して、各テーマが今後10年間にわたり、前年比で最低10%の
成長を実現する潜在性があると見ています¹。

• 当社は地域やセクターよりも投資テーマに注目することで、ポテンシャルの高い企業が長期
トレンドに乗る早期の段階で、これらの企業へのエクスポージャーを増やすことができます。

• 当社は事業上持続可能なソリューションを実現する能力を証明している企業に投資します。

2030年までに60歳以上の人口が世界人口の16%を占めると予想されますが、この年齢層は主に
医療部門での支出の他、娯楽、ファイナンシャル・プランニング、美容、観光など多岐にわたる産業
で支出し、消費全体の伸びの55%を占める2と推定されます。

新型コロナウイルス・パンデミックにより既存のオンライン消費者による購入の頻度が上がっ 
たのか、初めてオンラインで購入する人が増えたのかは別として、オンライン消費という選択 
肢が加速したことは明らかです。Eコマースの浸透はまだ低いレベルにありますが、消費者の
購買習慣の変化、総合的に改善するショッピング体験、モバイルコマースの成長、より快適なデ
ジタル決済といった面により、実店舗の小売業に対して市場シェアを引き続き伸ばしそうです。 
世界におけるEコマースの浸透はまだ低いレベルにあります。主要国（中国、米国、英国など）
ではオンライン取引量が上昇を続けていますが、遅れている国や地域（インド、南欧など） 
でも巨大な成長の潜在性があります。 

出所：アクサ IM、説明のみを目的としています。

1高齢化とライフスタイル 
若い世代も熟年層も、より健康的なライフスタイルを目指すようになっています。より長く生きること
を究極の目的として、たとえば健康診断やデジタルスクリーニング／モニタリングを受ける人が増え
ています。

出所：アクサ IM、説明のみを目的としています。

2コネクテッド・コンシューマー

Statista、2020年8月27日付
注記：売上は決済や処理方法に関わりなく、あらゆる端末を通してインターネットを使用し注文された製品やサービスを含みます。 

Eコマースの世界市場規模（10憶ドル） 小売全体に占める割合（％）

3自動化
ロボットがより安価になっている一方で、労働コストは上昇し、労働人口は多くの国（中国など）
で減少しています。さらに、社会におけるロボットの利用拡大は効率性、精密性、安全性を向上
させます。 
技術の進歩により、ロボットは高度に精緻な仕事を実行するだけでなく、人間と共に業務 
もできるようになり、生産性と効率性を増大させています。

出所：国際ロボット連盟2020年

世界のロボット市場は2025年まで、年に10～15%成長すると予想されています。3 さらに5G
やAI4といった継続的な技術革新により、自動運転車、デジタルファクトリー、食品加工、 
物流、ロボット支援手術など、多様な産業におけるロボットの採用は増加の一途 
をたどっています。

4クリーンテック
社会的圧力、人口動態の変化、強力な規制面でのサポート（EUのグリーンディール、中国の
2060年ネットゼロ宣言など）は、電気自動車、再生可能エネルギー、代替タンパク質など、 
より持続可能な製品への需要を牽引しています。 
今後10年間の世界の自動車販売台数のうち、3分の1を電気自動車が占めると推定されてい
ます。5 この成長は政府からの強い支持 ー たとえば内燃機関を使用する新車の販売を2030
年以降禁止すると発表した英国など ー および電気自動車の製造コストを削減する技術開
発の結果として加速する可能性が高いと当社では見ています。 

出所：バンク・オブ・アメリカ・メリルリンチ・グローバルリサーチ予測、2018年4月

大半のクリーンテック企業にとって、獲得可能な最大市場規模に明らかな変化が起きています。
過去12ヵ月間の間に顧客ベースは拡大しました。こうした根本的変化はまだ企業の利益に反映
されておらず、潜在的な利益成長はまだコンセンサス利益予測に組み込まれていません。

5移行する社会
今後10年間に30億人が貧困から「中間層」に移動することで6、大きな富の移転が起こると予想
されています。基本的ニーズを満たす製品やサービスの需要を牽引するのは、まさにこの増大
する富であり、誰もが通常の金融サービスにアクセス可能になることで加速するでしょう。

出所：オックスフォード・エコノミクス、2015年

急速に発展する社会には新たなインフラが必要であり、発展に伴うライフスタイルの変化は
新しい投資機会を生み出します。

「進化する経済は、今後10年間にわたり世界経済にインパクトを与える5つの 
最強トレンドと当社が考えるものから成り、世界中の企業にとって収益成長の 
駆動力であり続けると思われます。
新型コロナウイルス・パンデミックは既存の長期的トレンドを加速し、進化する 
経済の中の複数のテーマに関する長期的な展望を改善したものであり、5つのテ
ーマの駆動力は変わらず健在であると、当社は今なお確信しています。」

マーク・ハーグレイブス
アクサ・インベストメント・マネージャーズ
フラムリントン株式グローバル・ヘッド

進化する経済へ
ようこそ

こちらをクリックして、「進化する経済」  
に関する当社ウェブサイトをご覧ください

60歳以上の世界人口

10億人

約14億人

42%の
増加

（約4億人
の増加）

これは
米国の
人口を
超える規模

米国

2018年

2030年

Eコ
マ

ー
ス

の
世

界
市

場
規

模（
10

憶
ド

ル
）

小
売
全
体
に
占
め
る
割
合（
％
）

全
売

上
高

に
占

め
る

割
合（

％
）

純内燃機関車両の
販売禁止の提案

（国別の目安年度）

世界の自動車売上高に占める電気自動車の割合

2018年には、
中国はEV売上の

50% 
を占めて
いました

人
口（

10
0万

人
）

アフリカ
および中東

いわゆる
先進国

中南米 発展途上の
アジア諸国

Ref-19930

高齢化と
ライフスタイル

移行する
社会

コネクテッド・
コンシューマー

自動化クリーンテック

進化する
経済

https://www.axa-im.co.jp/evolvingeconomy

